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別紙 

 

諮問の概要 

（2022（令和４）年国民生活基礎調査に係る匿名データの作成について） 

 

１ 匿名データの作成の対象とする統計調査 

「公的統計の整備に関する基本的な計画」（令和５年３月28日閣議決定）において、

ユーザーのニーズを考慮し、匿名データの提供対象とする統計調査・年次の追加等に

取り組むこととされていることを踏まえ、以下に掲げる統計調査について、統計法（平

成19年法律第53号）第35条第１項の規定に基づき、匿名データの作成を行う予定であ

る。 

 

作成対象の統計調査 調査年次 （参考）作成済みの調査年次 

国民生活基礎調査 2022（令和４）年 平成７年、平成10年、平成13年、 

平成16年、平成19年、平成22年、 

平成25年、平成28年、2019年 

（３年ごとの大規模調査を対象） 

 

２ 匿名データの作成方法の概要 

2022（令和４）年国民生活基礎調査（以下「本調査」という。）の匿名データについ

ては、「匿名データの作成・提供に関するガイドライン」（平成21年２月17日総務省政

策統括官（統計基準担当）決定。以下「ガイドライン」という。）及び「匿名データの

作成に係る匿名化処理基準」に準拠した秘匿措置、並びに過去の答申で提供している

2019年国民生活基礎調査の匿名データＡと匿名データＢ（諮問第178号の答申、令和５

年８月21日）に準じて作成・提供する。ただし、社会情勢の変化等を勘案し、当該年次

の特性に応じた措置を講じる。（別添１参照） 

 

３ 匿名データの種類 

本調査の匿名データでは、2019年調査と同様に以下の２種類を作成する。 

（１）匿名データＡ（世帯票、健康票） 

  人口、社会統計分野での世帯数の推計分析等を中心とした利用を想定 

（２）匿名データＢ（世帯票、健康票、所得票及び貯蓄票） 

 世帯の所得及び貯蓄に関する分析等を中心とした利用を想定 

 

４ 匿名データの作成方法の主な変更点（新規調査項目） 

（１）「主に手助けや見守りをしている方の年齢階級」（世帯票） 

そのまま提供する。 

（２）「日常生活における機能制限の状況」（健康票） 

他の項目（性・年齢階級等）との組み合わせにおいて、度数が少なく特定のリスク

が高い項目もあることから、日常生活における６つの機能（(ｱ)～(ｶ)）のうち、１つ

でも「3 とても苦労します」「4 全く出来ません」と回答した者を「日常生活におけ

る機能制限がある者」とし、「3 とても苦労します」「4 全く出来ません」の回答がな

い者を「日常生活における機能制限がない者」として提供する。 

 

５ その他 

  匿名データの作成方法については、ガイドライン等を踏まえ、総務省統計研究研修

所による検証を実施済みである。（別添２参照） 



（案） 

2022（令和４）年国民生活基礎調査 匿名データの作成方針 

１ 基本的な考え方 

 本調査の匿名データについては、「匿名データの作成・提供に関するガイドライン」（平成 21 年

２月 17日総務省政策統括官（統計基準担当）決定。以下「ガイドライン」という。）及び「匿名 

データの作成に係る匿名化処理基準」（以下「匿名化処理基準」という。）に準拠した秘匿措置、並

びに過去の答申で提供している 2019 年国民生活基礎調査の匿名データＡと匿名データＢ（諮問第

178 号の答申、令和５年８月 21 日）に準じて作成・提供する。ただし、社会情勢の変化等を勘案し、

当該年次の特性に応じた措置を講じる。 

２ 作成する匿名データの構成概要 

 今まで作成を行ってきた国民生活基礎調査に係る匿名データと同様に、以下の匿名データを作成

する。 

匿名データの種類 
調査本体の 

標本の大きさ 
リサンプリング率

匿名データの 

標本の大きさ 

匿名データＡ 約 20.4 万世帯 約２割 約 3.1 万世帯 

匿名データＢ 約 1.9 万世帯 約２割 約 0.5 万世帯 

※「匿名データＡ」は、「世帯票」、「健康票」の情報を統合したもの

「匿名データＢ」は、「世帯票」、「健康票」、「所得票」、「貯蓄票」の情報を統合したもの

３ 適用する匿名化処理 

 本調査では、ガイドライン及び匿名化処理基準に準拠した匿名化処理を基本とし、原則として、

前回答申の「2019 年国民生活基礎調査の匿名データ」の匿名化処理を適用する。 

ただし、新規の調査項目については、以下のとおりとする。 

新規の調査項目 

【世帯票】 

 「主に手助けや見守りをしている方の年齢階級」は、そのまま提供する。 

【健康票】 

「日常生活における機能制限の状況」は、他の項目（性・年齢階級等）との組み合わせにお

いて、度数が少なく特定のリスクが高い項目もあることから、日常生活における６つの機能

（(ｱ)～(ｶ)）のうち、１つでも「3 とても苦労します」「4 全く出来ません」と回答した者を

「日常生活における機能制限がある者」とし、「3 とても苦労します」「4 全く出来ません」

の回答がない者を「日常生活における機能制限がない者」として提供する。 

４ その他 

●廃止等の調査項目の変更点は以下のとおり

【健康票】

「サプリメントのような健康食品の摂取の有無」１．はい、２．いいえ 

●その他の措置等

匿名データの作成・確認表を作成する際に、組み合わせ等により個体識別リスクが高いレ

コードが出現した場合は、削除等の匿名化処理を行う。

５ 提供予定時期 

 令和９年８月 

別添１ 



匿名データの作成に係る匿名化処理基準と2022（令和４）年国民生活基礎調査の対応表（案）

Ⅰ 統計調査共通で適用する処理（※しきい値は、各調査において設定）

１ 識別情報に関する処理

(1) 提供しない調査事項等

ア

・

・

イ

・

ウ 現住居以外の地域に関する調査事項等

・

エ

(2) 調査対象の削除

ア 世帯人員に関する削除処理

・

イ 同一年齢の世帯人員に関する削除処理

・

ウ 介護等に関する調査事項等に該当する世帯人員についての削除処理

・

(3) 実査の際に付与される情報の匿名化処理

ア

・

イ

・

2022（令和4）年国民生活基礎調査
 【○：そのまま提供　　△：匿名化を講じて提供、×：提供しない】

調査対象を特定する危険性の高い識別情報である調査事項等（氏名、住所、出生の年月、調査地域の番号等）は提供しない。

個人が特定できる調査事項等

・ 〔世帯票〕  出生年月【×】
・ 〔所得票〕  出生年月【×】

氏名、勤め先 など

出生の元号・年・月（提供する場合は、年齢に換算する）

・ 〔世帯票〕  手助け見守りの要否【△】
・ 〔世帯票〕  要介護認定の有無【△】介護等に関する調査事項等に該当する世帯人員について、累積の構成割合又は度数が、設定したしきい値により決定した上限値を超えた

人数のいる世帯

調査対象が特定できる調査事項等
・ 〔世帯票〕  単位区番号【×】
・ 〔世帯票〕  地区番号【×】

調査地域に関する情報（実査で使用した調査区番号などの市区町村よりも詳細な地域情報）、建物が特定される調査事項 など

―
以前住んでいた場所、従業している場所、通学している場所 など（市区町村などの地域情報）

直近の災害等に関する調査事項 ―

調査票情報において、提供する地域ごとの出現頻度が低く特定される可能性の高い調査対象を削除することを検討する。

・ 〔世帯票〕  世帯人員数【△】
世帯人員について、累積の構成割合又は度数が、設定したしきい値により決定した上限値を超えた人数のいる世帯
（直近の国勢調査のしきい値を確認し検討する。）

・ 同一年齢階級の世帯人員【△】
同一年齢の世帯人員について、累積の構成割合又は度数が、設定したしきい値により決定した上限値を超えた人数のいる世帯
（原則として、15歳未満を対象とする。また、直近の国勢調査のしきい値を確認し検討する。）

実査の際に付与される情報について、調査対象が特定される可能性が高い場合、匿名化処理を行うことを検討する。

調査票情報の配列順の並べ替え（調査対象のランダムソート）
・ 〔世帯票〕  世帯番号【△】
・ 〔世帯票〕  世帯員番号【○】

調査対象が特定できる可能性の高い識別情報（世帯番号、住宅番号等が該当）は、配列順の並べ替え、再付与等を検討する。

集計用乗率（復元倍率）の再付与

集計用乗率（復元倍率）から調査対象の抽出方法が判明し、調査対象が特定される可能性が高くなる場合は、有用性を考慮した上で再付
与等を検討する。

・集計用乗率【△】

別添２
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Ⅰ 統計調査共通で適用する処理（※しきい値は、各調査において設定）

２ 調査事項等の内容や性質によりしきい値を設定し行う処理

(1)

ア

・

・

・

イ
・

ウ

・ 〔所得票〕  事業所得【×】
・ 〔所得票〕  農耕・畜産所得【×】
・ 〔所得票〕  家内労働所得【×】
・ 〔所得票〕  財産所得【×】
・ 〔所得票〕  雇用保険【×】
・ 〔所得票〕  児童手当等【×】
・ 〔所得票〕  その他の社会保障給付金【×】
・ 〔所得票〕  仕送り【×】

・ 〔所得票〕  企業年金【×】
・ 〔所得票〕  個人年金等【×】
・ 〔所得票〕  その他の所得【×】
・ 〔所得票〕  所得税【×】
・ 〔所得票〕  住民税【×】
・ 〔所得票〕  社会保険料【×】
・ 〔所得票〕  固定資産税・都市計画税【×】
・ 〔所得票〕  自動車税等【×】

2022（令和4）年国民生活基礎調査
 【○：そのまま提供　　△：匿名化を講じて提供、×：提供しない】

　提供する地域等ごとの調査事項等の分布状況において、設定したしきい値よりも出現する構成割合又は度数が少ないなど調査対象が特定さ
れる可能性が高くなる調査事項等について、内容や性質と統計調査の目的との関係性を考慮して、匿名化処理を検討する。
　なお、調査事項に回答する調査対象が限定されるなど、調査対象が特定される可能性が高くなる場合は、調査事項等を提供しない 又は 調
査対象を削除することを検討する。

量的データに関する調査事項等（数量を直接記入又は記入内容から数量に換算する調査事項等）

　（年齢、階数、面積、回数、時期（○年○月）、期間（○年○か月）、時間、金額などが該当）

他の調査事項等の匿名化処理に伴い匿名化処理が必要となる場合、上記ア、イ等の匿名化処理

累積の構成割合又は度数の分布状況から、設定したしきい値により決定した上限（下限）値を上（下）回る場合には、トップ
（ボトム）コーディング

・ 〔世帯票〕  居住室数【△】
・ 〔世帯票〕  住宅の床面積【△】
・ 〔世帯票〕  家計支出総額【△】
・ 〔世帯票〕　家計支出総額 育児費用【△】
・ 〔世帯票〕　家計支出総額 親への仕送り【△】
・ 〔世帯票〕　家計支出総額 子への仕送り【△】
・ 〔世帯票〕  【加工】年齢【△】
・ 〔世帯票〕　１週間に仕事をした日数【○】
・ 〔世帯票〕　１週間に仕事をした時間【△】
・ 〔世帯票〕  就業期間【△】
・ 〔健康票〕  過去１か月間の普段の活動が出来なかった
日数【△】
・ 〔健康票〕　１日平均睡眠時間【○】
・ 〔健康票〕　１日飲酒量【○】
・ 〔健康票〕　１日平均喫煙本数【○】

・ 〔所得票〕　 【加工】年齢【△】
・ 〔所得票〕  総所得【△】
・ 〔所得票〕  雇用者所得【△】
・ 〔所得票〕  公的年金・恩給【△】
・ 〔所得票〕　税金＋社会保険（リコーディング）（自動車
税等を除く）【△】
・ 〔所得票〕　税金＋社会保険（リコーディング）（自動車
税等を含む）【△】
・ 〔所得票〕  企業年金の掛金【△】
・ 〔所得票〕  個人年金等の掛金【△】
・ 〔所得票〕  昨年１年間の仕送り金額【△】
・ 〔貯蓄票〕  貯蓄現在額【△】
・ 〔貯蓄票〕　貯蓄の増減 減少額【△】
・ 〔貯蓄票〕  借入金残高【△】

上限（下限）値は、提供する地域、世帯の種類、建て方などの区分別に検討する。

同一の調査事項等について、調査票ごとに上限（下限）値が異なる場合は、より粗い値を採用する。

単位にも留意する。

構成割合又は度数の分布状況により、リコーディング（階級区分）
・ 〔世帯票〕　 【加工】年齢【△】 ・ 〔所得票〕　 【加工】年齢【△】本体集計等で使用している区分、有用性を考慮し、階級区分を検討する。
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(2) 質的データに関する調査事項等（「(1)量的データに関する調査事項等」以外）

ア

・

・

・

・

・

・

・

イ

区分を統合する場合は、その内容及び性質、本体集計等で使用している区分、有用性を考慮しリコーディングを検討する。

同一の調査事項等について、調査票ごとに区分等が異なる場合は、より粗い区分を採用する。

介護、教育等に関する内容の調査事項等について、他の調査事項等との関連性を確認した上でリコーディングを検討する。

調査事項等が、意識を問う内容（「なぜですか」、「～したいですか」などが該当）の場合、そのまま提供できるかを検討する。

構成割合又は度数の分布状況により、設定したしきい値により決定した下限値を下回る場合には、リコーディング

しきい値は、提供する地域、世帯の種類、建て方などの区分別に検討する。

「不詳」又は 不詳に相当する区分は、リコーディングしない。

「その他」は、原則としてリコーディングしない。

　（ただし、「その他」以外の区分にリコーディングの対象となる区分がない場合は、「その他」とリコーディングすることは可）

他の調査事項等の匿名化処理に伴い匿名化処理が必要となる場合、上記ア等の匿名化処理 ―

・ 〔世帯票〕　世帯構造７分類【○】
・ 〔世帯票〕　世帯類型【○】
・ 〔世帯票〕　住居の種類【○】
・ 〔世帯票〕　建て方【○】
・ 〔世帯票〕　単独世帯の区分【○】
・ 〔世帯票〕　同居していない者の状況【△】
・ 〔世帯票〕　世帯主との続柄【○】
・ 〔世帯票〕　性【○】
・ 〔世帯票〕　配偶者の有無【○】
・ 〔世帯票〕　医療保険の加入状況【○】
・ 〔世帯票〕　最多所得者か否か【△】
・ 〔世帯票〕　公的年金・恩給の受給状況【△】
・ 〔世帯票〕　乳幼児の日中における保育者の状況【○】
・ 〔世帯票〕　日常生活の自立の状況【○】
・ 〔世帯票〕　自立の状況になってからの期間【△】
・ 〔世帯票〕　同別居の状況【○】
・ 〔世帯票〕　主に手助けや見守りを要する方からみた続
柄【○】
・ 〔世帯票〕　主に手助けや見守りをしている方の性【○】
・ 〔世帯票〕　主に手助けや見守りをしている方の年齢階
級【○】
・ 〔世帯票〕　在卒の有無【△】
・ 〔世帯票〕　学校の種類【△】
・ 〔世帯票〕　公的年金の加入状況【○】
・ 〔世帯票〕　別居の子の有無【○】
・ 〔世帯票〕　最も近くに住んでいる子の居住場所【○】
・ 〔世帯票〕　５月中の仕事の有無【△】
・ 〔世帯票〕　仕事の内容（職業分類）【○】
・ 〔世帯票〕　勤め・自営かの別【○】
・ 〔世帯票〕　勤め先での呼称【○】
・ 〔世帯票〕　企業規模・官公庁の別【○】
・ 〔世帯票〕　就業希望の有無【○】
・ 〔世帯票〕　仕事の形の希望【○】
・ 〔世帯票〕　すぐにでも仕事につけるか【○】
・ 〔世帯票〕　仕事を探しているか【○】
・ 〔世帯票〕　仕事につけない理由【○】
・ 〔健康票〕　入院・入所の有無【○】
・ 〔健康票〕　自覚症状の有無【○】
・ 〔健康票〕　自覚症状名【○】
・ 〔健康票〕　主自覚症状名【○】
・ 〔健康票〕　主自覚症状の治療状況【○】
・ 〔健康票〕　通院の有無【○】
・ 〔健康票〕　傷病名【○】
・ 〔健康票〕　主傷病名【△】
・ 〔健康票〕　日常生活影響の有無【○】
・ 〔健康票〕　日常生活影響の事柄【○】
・ 〔健康票〕　普段の活動ができなかった日の有無【○】
・ 〔健康票〕　健康状態【○】

・ 〔健康票〕　日常生活における機能制限の状況【△】
・ 〔健康票〕　悩みやストレスの有無【○】
・ 〔健康票〕　悩みやストレスの原因【○】
・ 〔健康票〕　最も気になる悩みやストレスの原因【○】
・ 〔健康票〕　悩みやストレスの相談状況【△】
・ 〔健康票〕　最も気になる悩みやストレスの原因の相談
状況【△】
・ 〔健康票〕　睡眠による休養状況【○】
・ 〔健康票〕　こころの状態（６項目）【○】
・ 〔健康票〕　こころの状態の合計点【○】
・ 〔健康票〕　１週間の飲酒状況【○】
・ 〔健康票〕　喫煙状況【○】
・ 〔健康票〕　健康のために日頃実行している事柄【○】
・ 〔健康票〕　過去１年間の健診等受診の有無【○】
・ 〔健康票〕　過去１年間の健診等受診の有無 どのよう
な機会に受診したか【○】
・ 〔健康票〕　過去１年間の健診等受診の有無 健診を受
けなかった理由【○】
・ 〔健康票〕　過去１年間のがん検診受診状況 胃がん検
診【○】
・ 〔健康票〕　過去１年間のがん検診受診状況 胃がん検
診 どのような機会に受診したか【○】
・ 〔健康票〕　過去１年間のがん検診受診状況 肺がん検
診【○】
・ 〔健康票〕　過去１年間のがん検診受診状況 肺がん検
診 どのような機会に受診したか【○】
・ 〔健康票〕　過去１年間のがん検診受診状況 大腸がん
検診【○】
・ 〔健康票〕　過去１年間のがん検診受診状況 大腸がん
検診 どのような機会に受診したか【○】
・ 〔健康票〕　過去２年間のがん検診受診状況 胃がん検
診【○】
・ 〔健康票〕　過去２年間のがん検診受診状況 胃がん検
診 どのような機会に受診したか【○】
・ 〔健康票〕　過去２年間の女性がん検診受診状況 子宮
がん（子宮頸がん）検診【○】
・ 〔健康票〕　過去２年間の女性がん検診受診状況 子宮
がん（子宮頸がん）検診 どのような機会に受診したか
【○】
・ 〔健康票〕　過去２年間の女性がん検診受診状況 乳が
ん検診【○】
・ 〔健康票〕　過去２年間の女性がん検診受診状況 乳が
ん検診 どのような機会に受診したか【○】
・ 〔所得票〕　性【○】
・ 〔所得票〕　生活意識【○】
・ 〔貯蓄票〕　貯蓄等の有無【○】
・ 〔貯蓄票〕　貯蓄の増減【○】
・ 〔貯蓄票〕　貯蓄の増減 減少理由【○】
・ 〔貯蓄票〕　借入金の有無【○】
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Ⅱ 各統計調査で独自に行う処理

１

各統計調査において、提供する地域（都道府県、市区町村等）を決定する。

２

各統計調査において、調査方法を考慮し抽出した調査票情報の一部を提供する。

＜国勢調査】 一般世帯は世帯単位に、施設等世帯は個人単位に約１％

＜社会生活基本調査】 世帯単位に約80％
（調査票Ａ、調査票Ｂごとに抽出する。）

＜就業構造基本調査】 世帯単位に約80％

＜住宅・土地統計調査】 住宅単位に約10％
（調査票甲及び乙を合わせて抽出し、両方の調査票に共通の調査事項等を提供する。）

＜労働力調査】 世帯単位に約80％（基礎調査票を抽出する。但し、沖縄県は約20％とする。）

＜全国家計構造調査】 世帯単位に約80％
（次の世帯について、世帯の種類（二人以上の世帯、単身世帯）ごとに抽出する。
　　・基本調査世帯、家計調査世帯特別調査世帯及び全国単身世帯収支実態調査世帯
　　・簡易調査世帯
　世帯票、家計簿、年収・貯蓄等調査票がすべて揃っている世帯を提供する。）

＜国民生活基礎調査】 世帯単位に約20％ ・世帯単位に約20％

＜賃金構造基本統計調査】 労働者単位に約40％

３

各統計調査の特性により調査対象が特定される可能性が高い場合は匿名化処理を行う。（提供する地域ごとに検討を行う。）

＜国勢調査】 ・母集団に対して一意又は二意となる世帯又は個人がいる世帯の削除
・父子世帯の削除
・子供の数が多く、世帯主・配偶者が外国人である世帯を削除
・年齢差の大きい夫婦のいる世帯を削除
・年齢差の大きい又は小さい親子のいる世帯を削除
・15歳未満の就業者のいる世帯を削除

＜社会生活基本調査】 ・母子世帯、父子世帯において、出現頻度の少ない世帯を削除

＜住宅・土地統計調査】 ・家計を支える者の年齢が15歳未満の世帯の削除

＜労働力調査】 ・自衛官及び受刑者のレコードを削除

＜国民生活基礎調査】 ・父子世帯の削除
・年齢差の大きい夫婦のいる世帯を削除
・年齢差の大きい又は小さい親子のいる世帯を削除

＜賃金構造基本統計調査】 ・公営の事業所の削除

４

調査単位、調査対象等が、特定又は推定されないようスワッピング、誤差の導入などの匿名化処理を必要に応じて行う。

＜国勢調査】 ・２つの調査対象を入れ替える。（スワッピング）

2022（令和4）年国民生活基礎調査

提供する地域（市区町村以上の地域情報）

攪乱処理

サンプリング・リサンプリング率

世帯・個人識別情報の匿名化

―

・父子世帯の削除
・年齢差の大きい夫婦のいる世帯を削除
・年齢差の大きい又は小さい親子のいる世帯を削除

・全国
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